（案）
令和元年度　福島県周遊観光支援事業（ふっこう割・国内）実施要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、福島県周遊観光支援事業（ふっこう割・国内）（以下「支援事業」という。）の実施について、必要な事項を定めるものとする。

（目的）
第２条　福島県は、令和元年台風第15号および第19号により落ち込んだ旅行需要の早期回復を図るため、国が交付する「令和元年台風第15号及び第19号観光支援事業費補助金」を活用し、福島県内における宿泊を伴う旅行商品を造成し、割り引いて・販売する旅行会社（以下、「支援事業者」という。）に対し、予算の範囲内において、支援金を交付する支援事業を実施するにあたり、必要な事項を定めるものとすることとし、その支援金については、本要綱の定めるところによる。

　（事務取扱者）
第３条　福島県から支援事業を委託された、公益財団法人福島県観光物産交流協会及び一般社団財団法人福島県旅行業協会（以下「事務取扱者協会」という。）が支援事業に関する事務の取扱いを行う。
　　
（交付の対象事業等）
第４条　本支援事業の対象となる旅行商品は、国内旅行者を対象とする福島県内に１泊以上宿泊する募集型企画旅行商品又は受注型企画旅行商品（以下、「支援対象旅行商品」という。）とする。
なお、宿泊地域は福島県内全域を対象とすることとする。
２　支援事業者は、旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）に基づき旅行業の登録を受けた
者（以下「旅行会社」という。）であり、ＯＴＡ（Online　Travel　Agent）は支援事業者
の対象外とする。
なお、同一会社については取りまとめて申請することとする。
３　支援事業者は別表１のとおり旅行代金から割り引いて販売した場合に（以下「低廉化事業」という。）、当該割引額を事務取扱者に対して請求することとする。
４　支援対象旅行商品は、交付決定を受けた日以降に開始し、令和２年３月８日までの宿泊分とする。
５　次の各号のいずれかに該当するものは、支援事業の対象から除く。
（１）　ビジネス目的での宿泊及び法人カードによる決済
（２）　国、都道府県、市町村が事業参加者の宿泊費、輸送費等の直接経費の全部又は一部を負担して実施するもの
（３）　国、都道府県、市町村が他の団体に業務を委託して前号と同様に実施するもの
（４）　既に国、都道府県、市町村からの助成等を受けて販売しているもの
（５）　その他、福島県又は事務取扱者が不適当と認めるもの

６　支援事業者は、支援対象旅行商品の販売に際しては、支援事業であることを明らかにするため、本来の価格又は助成を受けた後の販売価格と併せ、支援金額を明記すること。（交付の対象事業（支援金額））

第４条　本事業の対象は、国内を対象とする福島県内の市町村に宿泊する宿泊費用及び宿泊を伴う募集型企画旅行商品又は受注型企画旅行商品（以下、「旅行商品」という。）とする。
２　支援金の交付の対象となる旅行会社（以下、「支援事業者」という。）は、支援事業の対象となる旅行商品の販売に際しては、支援事業であることを明らかにするため、本来の価格又は助成を受けた後の販売価格と併せ、支援金額を明記すること。
３　支援事業者は、以下のとおりとする。なお、同一会社については取りまとめて申請することとする。
（１）旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）に基づき旅行業の登録を受けた者。なお、ＯＴＡ（Online　Travel　Agent）は支援事業者の対象外とする。
（２）日本国内における販売及び福島県への送客において相応の実績を持つと認められる者。
４　支援事業の対象となる旅行商品は、交付決定を受けた日に開始し、令和２年２月29日までの宿泊分とする。また、支援対象宿泊地域は福島県内全域とし、福島県は、予算の範囲内において支援金額の総額を調整できるものとする。
５　支援事業者は別表１の範囲内で旅行代金から割引額を差し引いて販売するものとし、支援金額は割引額とする。
６　第1項に規定する対象事業の中で、次の各号のいずれかに該当するものは、支援対象から除く。
（１）　ビジネス目的での宿泊
（２）　国、福島県、市町村が事業参加者の宿泊費、輸送費等の直接経費の全部又は一部を負担して実施するもの
（３）　国、福島県、市町村が他の団体に業務を委託して前号と同様に実施するもの
（４）　既に自治体からの助成等を受けて販売しているもの
（５）　旅行催行の実現性が低いと判断される者	Comment by 佐藤: （７）に含まれるとして明示しないほうがよいのでは
（６）　ＯＴＡ（Online　Travel　Agent）を利用するもの
（７）　その他、福島県又は協会が不適当と認めるもの

（支援金の交付申請）
第５条　低廉化事業を行う支援事業者は、旅行実施前に事務取扱者に対して、交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、事務取扱者に対して郵送または持参にて提出するものとする。なお、提出部数は１部とする。交付申請書及び添付書類の提出先は、協会とし、提出方法等については次のとおりとする。
　（１）提出書類
①交付申請書（別添様式第１号）
（１）②誓約書（別添様式）
（２）③支援金算出シート（事業計画書（別添様式第２号）
（３）旅程表

（４）顧客への旅行費用還元が確認できる資料　　　　
（５）申請者の名刺

（６）
　  　　　  ④その他協会事務取扱者が必要と認める書類
　２　交付申請書の提出先となる事務取扱者は、次のとおりとする。
　　（１）下記（２）記載以外の旅行会社の提出先
　　　　　公益財団法人福島県観光物産交流協会
　　　　　　住所：〒９６０－８０５３
福島県福島市三河南町１番２０号　コラッセふくしま７階
　　　　　　電話：０２４－５２５－４０２４
　　（２）全国旅行業協会加盟の旅行会社の提出先	Comment by 佐藤: ＡＮＴＡ側に確認していただきたい
　　　　　一般社団法人　福島県旅行業協会
　　　　　　住所：〒９６０－８０３６
福島県福島市新町４－１９　山口ビル２階
　　　　　　電話：０２４－５２１－２６６７
　（２）提出先
　　　　　　送付先　①公益財団法人福島県観光物産交流協会
　　　　　　　　　　②一般財団法人福島県旅行業協会
　　　　　　住　所　①福島県福島市三河南町１－２０　コラッセふくしま７階
　　　　　　　　　　②福島県福島市新町４－１９　山口ビル２Ｆ
電　話  ①０２４－５２５－４０２４
　　　　　②０２４－５２１－２６６７
　　　（３）提出期限
　　　　　　別途協会が定めるものとする。
　　　（４）提出部数２部

（交付決定及び交付決定額の通知）
第６条　事務取扱者協会は、内容を審査の上、支援の可否及び支援限度額を決定し、支援事業者に対し交　
　付決定額通知書（様式第３号）をにより通知する。

（交付決定額の変更）
第７条　交付決定額通知後に、支援事業の支援対象経費の２０パーセントを超える減額・増額変更、支援事業の中止等により支援事業者が実施計画の変更をしようとする場合は、旅行出発予定前日までに変更・中止承認申請書（様式第４号）を事務取扱者に提出し、事前に承認を受けなければならない。
２　様式第４号に添付する書類及び提出先等については次のとおりとする。
　（１）事業変更・中止計画書（様式第５号）
　（２）事業計画書（様式第２号）　※変更後のもの
（３）変更内容が確認できる資料（参加者リスト等）
　（４）その他事務取扱者が必要と認める書類
３　事務取扱者は、同条第１項の規定による申請があった場合は、内容を審査の上、変更・中止を認めるものについては、変更・中止決定通知書（様式第６号）により通知する。

（交付決定額の変更）
第７条　交付決定額通知後に、次に掲げるいずれかの事由により支援事業者が実施計画の変更をしようとする場合は、旅行出発前日までに変更申請書（様式第４号）を協会に提出し、事前に承認を受けなければならない。
（１）支援目的に変更をもたらす、事業の実施内容の変更	Comment by 佐藤: 想定しているものがないなら
削除していただきたい
（２）支援金の事業の支援対象経費の２０パーセントを超える変更
２　変更申請書に添付する書類及び提出先等については次のとおりとする。
　（１）事業変更計画書（様式第５号）
　（２）支援金算出シート（様式第２号）
　（３）その他福島県が必要と認める書類
３　協会は、第１項の規定による申請があった場合は、内容を審査の上、変更を認めるもの
について、支援金の交付決定額に変更を生じるときは変更交付決定通知書（様式第６号）
により、支援金の交付決定額に変更を生じないときは変更計画承認通知書（様式第７号）
により行うものとする。

（実績報告）
第８条　支援事業者は、当該事業が完了したときは、実績報告書（別添様式第８号）（様式第７号）を当該事業の完了日から１４日以内又は令和２年３月１１日のいずれか早い日程までにまで（必着）事務取扱者協会に提出しなければならない。
２　実績報告書に添付する書類は次のとおりとする。
　　（１）送客実績報告書（別添様式第８９号）
　　（２）実績内訳シート（別添様式第１０号）
　　（２３）宿泊及び旅行実績が証明できる書類（宿泊施設が発行する宿泊証明書等）
　　　（３）最終旅程表　（宿泊証明書、旅行引受書又は申込書、旅行特別補償保険に関する書類等）
　　（４）その他事務取扱者協会が必要と認める書類
　
（支援金の額の確定）
第９条　支援金の額の確定通知は事務取扱者は、支援事業者から前条による報告があったときは、内容を審査のうえ、支援金の額を確定し、支援金交付確定通知書（別添様式第１９１号）により確定した額を通知する行うものとする。

（支援金の請求）
第１０条　支援事業者は、前条の規定により通知を受けたものときは、請求書（別添様式第１０２号様式）を事務取扱者協会に提出することとする。

　（支援金の交付）
第１１条　事務取扱者は前条の規定による適正な請求書を受理した日から、遅滞なく支援金を支払うものとし、令和２年３月１６日までには全ての支払いを完了するものとする。第１１条　協会は前条の規定による適正な請求書を受理した日から、遅滞なく支援金を支払うものとする。なお、２月分の請求については、３月１３日までに交付を行う。

（支援金の交付条件）
第１２条　支援金の交付に付する条件は、次のとおりとする。
（１）本要綱の規定に従うこと。
（２）支援事業者は、支援低廉化事業の経費について、帳簿及びすべての証拠書類を備え、他の経費と明確に区分して整理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。
（３）支援事業者は、低廉化事業支援事業に関する帳簿及び証拠書類を整備し、支援金の交付を受けた年度の翌年度から５年間保管しておくこと。	Comment by 佐藤: そもそもの定義ですが、「胃炎事業」を協会が旅行会社に支援金を出す事業とするのか、旅行会社が割引する事業とするのか整理が必要です。
武藤案では前者を「支援事業」後者を「低廉化事業」としました
（４）旅行商品の販売に際しては、取引先等の関係者へ優先販売することを禁止する。
（４）旅行商品の販売に際しては、取引先等の関係者へ優先販売することを禁止する。
　（５）支援事業者は、特に被災の大きかった地域に対して、宿泊地設定の際には一定の配慮をし、特定の地域や宿泊施設に偏らないようにすること。また、小規模宿泊施設にも配慮すること。
（６５）支援金の交付の対象となる支援事業者は、自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者であってはならない。
（ア）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第
77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　　　　（イ）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に
規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　　　　（ウ）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
　　　　（エ）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与え
る目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
　　　　（オ）暴力団又は暴力団員に対して賃金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的
又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
　　　　（カ）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
　　　　（キ）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
　（７６）支援事業者は、前号の（イ）から（キ）までに掲げる者が、その経営に実質的に関
与している法人その他の団体又は個人であってはならない。
　　
　（申請者の委任）
第１３条　本事業の支援金交付申請を代理人に委任する委任する承認を受けようとする場合は、委任状（別添様式第１３１号）を事務取扱者事務局に提出し、承認を受けなければならない。

（状況報告及び調査）
第１４条　福島県及び事務取扱者協会は必要に応じて支援事業者から対象事業について報告を求め、又は調査することができる。

（支援金の交付決定の取消し）
第１５条　福島県及び事務取扱者協会は、支援事業者がこの要綱の規定に違反した場合及び不正な申請を行った場合は、支援金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
２　前項の規定は、支援金を交付した後においても適用する。

（支援金の返還）	Comment by 佐藤: この表現だと、返還命令は、県と協会が連名で返還命令をすることになると思いますが、いいですか？
第１６条　福島県及び事務取扱者協会は、支援金の交付の決定を取り消した場合において、対象事業の当該取消しに係る部分に関し、その返還を命じるものとする。
２　前項の命令を受けた支援事業者は、福島県及び事務取扱者協会が指定する期日までに、遅滞なく支援金を返還しなければならない。

（不正利用の防止について）
第１７条　支援事業者は不正利用防止のために、不正利用を排除するための措置を講じなければならない。



（費用の負担）　
第１８条　支援事業に関する手続き及び支援事業の実施に関し、支援事業者が不利益を被る場合にあっても、福島県及び事務取扱者は一切の費用を負担しないものとする。　　　


　　附　則
　　　この要綱は、令和元年１２月１６日から施行する。
この要綱は、令和２年　２月　５日から一部改正する。
































別表１

【国内向け旅行商品】
	支援対象となる旅行商品
	旅行形態
	１人１泊当たりの
支援額（割引額）
	備考

	募集型企画旅行又は受注型企画旅行
	1人1泊当たり6,000円未満
	対象外
	・1旅行につき一人当たり　　最大15,000円まで
・6,000円未満は対象外

	
	1人1泊当たり6,000円以上
	5,000円
	



※着地型旅行商品、手配旅行は対象外とする
※予算の範囲内で支援金を支払うため、予算上限に達し次第、申請終了とする。
※宿泊代金が発生しない参加者については、支援対象外とする。
※乗務員は支援対象に含まれないこととする。
※支援金振込料は、事務取扱者が負担する。 
※宿泊金額については、いずれも消費税額等及び入湯税を除いた額とする。
※同一旅行者の購入回数に制限はなしとする。
※着地型旅行商品、手配旅行は対象外とする
※予算の範囲内で支援金を支払うため、なくなり次第終了とする。
※募集型企画旅行とは、旅行会社が企画し、パンフレットやインターネット等で旅行者を募集して実施する旅行のことをいう。	Comment by 佐藤: 募集型だけでなく、受注型も書くべき＝旅行会社は分かっているので、削除したほうがよいのでは
※宿泊代金が発生しない参加者については、支援対象外とする。
※乗務員は支援に含まれないこととする。
※支援金振込金額は、上記金額から振込手数料を差し引いた金額とする。	Comment by 佐藤: 振込み手数料は「事務経費」でみてよいと話ありましたが、差し引くことでよいですか？協会としては、経費として使いたいですが、ＡＮＴＡの意向も確認いただいた方がよいです
※宿泊支援について上限泊数はないが、上限額は15,000円とする（購入回数に制限なし）。
※宿泊金額については、いずれも消費税額等及び入湯税を除いた額とする。

